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本研究は，農業の経済活動としての側面に焦点を当て，他産業に対する農業生

産性の相対的な低下が生じた原因を実証的に分析することを中心的な課題とする．

1961 年に制定された農業基本法では「他産業との生産性の格差が是正されるよう

に農業の生産性が向上する」ことが目的とされたが，1960 年以降の就業者当たり

の国内総生産は経済全体に比べて低く，また緩やかに低下を続けている．このよ

うな労働生産性の相対的な低位状態が続くことに関する経済学的なメカニズムは

必ずしも明らかではない．本間(2006)が主張するように，国民経済的視点に立っ

た上で，日本農業において市場の調整メカニズムが機能不全に陥っている原因を

経済学的に解明することは現在の日本にとって喫緊の課題である． 

本研究では，日本農業において産業調整の遅れが生じた原因について統一的な

枠組みによって論じるために，速水(1986)によって提唱された「農業調整問題」

という概念に着目した．分析の対象は，農業の構造調整が主要な政策課題となっ

た 1960 年以降の，稲作を中心とした土地利用型農業である．そして，第 1 章に

おける既存研究の整理，第 2 章における記述統計の分析を踏まえて，第 3 章から

第 5 章にかけて労働市場，米政策，農地政策の分析を行った．分析結果の要約は

以下のとおりである． 

第 1 章では「農業調整問題」に関する既存研究のレビューを行った．「農業調

整問題」は主に「農産物価格と農家所得の低下」「産業調整の遅れにともなう生産

要素の報酬率の低下」「政治的過程による農業保護の発生」という 3 つの仮説に

よって構成される．このうち，農産物価格の低下については，大きな意見の食い

違いはなく，また記述統計の分析によっても容易に確認される．しかし，労働生

産性の低下が生じた要因と，農業保護の発生メカニズムについては，その主張の



 

 

多くが記述統計の整理に基づく仮説の提示という段階に留まっており，数学的な

モデル化と定量的分析が十分に行われていない．また，構造調整を妨げる具体的

な要因についても更なる検討が必要である． 

第 2 章では「農業調整問題」に関連する主要な統計である労働生産性と農業保

護水準に関する統計の分析を行った．まず，「農業の比較生産性」を要因分解する

ことによって，農業の実質比較生産性が低下するのと同時に農産物の相対価格が

上昇し，結果的に名目比較生産性がおおむね一定に保たれたことが分かった．ま

た，農業の労働生産性を土地生産性と土地労働比に分解した結果，1970 年代後半

からは労働移動による土地労働比の上昇が続く一方で土地生産性はほぼ横ばいで

あることが明らかになった．さらに，日本農業の農業保護水準に関する主要な統

計を検討した結果，日本農業の農業保護水準は依然として高水準にあることや，

WTO 農業協定による国内助成の規律によっても農業保護水準の実質的な削減に

はつながっていないことが分かった． 

第 3 章では，戦後日本農業における「過剰就業」，つまり「一つの産業におけ

る労働の限界生産力が，他の部門における労働の限界生産力にくらべて恒常的に

低位にある」ことの原因を考察した．この中では，Schultz (1953)の「農業問題」

として提示された「労働投入の適応作用がラグをもって行われるため，生産資源

が最適水準に調整されるまでに時間がかかり，その過程で生産資源の摩擦的な過

剰状態が発生する」という仮説に着目した．そして，「農業問題」の概念に沿う形

で労働投入の調整過程を動学最適化モデルによって分析した．推計結果は全体的

に良好であり，調整費用に焦点を当てた研究が日本農業の実態と整合的であるこ

とを示すものである．また，労働投入の現実の値と最適水準を比較することによ

り，米価に対する賃金の相対的な上昇により労働投入の最適水準が傾向的に低下

し，調整費用の影響により現実の労働投入の調整が遅れることから「過剰就業」

が発生することが明らかになった． 

第 4 章では，日本における農業保護政策の発展過程を検討するために，

1960-2006 年における米政策の所得移転効果を定量的に評価するとともに，その

背景にある要因を計量分析によって検討した．まず，Otsuka and Hayami (1985)

の定式化を参考にした部分均衡モデルによって，生産奨励金・政府米買入・生産

調整という 3 つの政策手段のポリシーミックスによりもたらされた農家への所得

移転額と消費者・財政支出への負担額を評価した．米の産出額に対する農家への

所得移転額の比率（％移転額）は，1970 年代後半ごろまで上昇を続け，その後は

多少の変動がありながらほぼ横ばいとなっており，政府が米政策を通じて農家に

所得移転を安定的に行ってきたことが裏付けられた．一方で，生産調整政策を中



 

 

心とした現行の米政策は消費者と財政支出に多大な負担を強いており，社会全体

での資源配分の非効率性は現在に至るまで改善されていない．また，米の産出額

に対する農家への所得移転額の比率についての計量分析を行った結果，％移転額

と農業の比較優位性の間に負の相関関係が存在することが明らかになった．これ

は，第 1 章において示された「農業部門の比較優位性の低下が農業保護政策を引

き起こす」という仮説を改めて支持するものとなっている． 

第 5 章では，日本農業の構造調整を妨げる要因として農地問題に着目し，農地

に関する取引費用が農地流動化をどれだけ阻害しているかを部分均衡分析の応用

によって検討した．まず，農地流動化を阻害する要因として取引費用の影響の可

能性を論じた後に，農家が取引費用に直面した場合の農地貸借市場の部分均衡を

モデル化し，取引費用によって貸借量と市場均衡地代がどのように変化するかを

考察した．モデル分析の結果からは，取引費用が農家を農地貸借から退出させる

ことと農家が直面する地代に取引費用を組み入れることによって農地流動化を阻

害することが示された．さらに，1980・1990・2000 年の『世界農林業センサス』

と『農地の移動と転用』から得られる 2 種類の借入面積率を被説明変数とした計

量分析によって，生産条件と直接の関係のない集落機能や農地の質に関する変数

が農地流動化と相関していることが示された．これは，農地貸借に影響を与える

取引費用の具体的な要因を示すものである． 

本研究から得られる政策的な含意は以下の二点である． 

第一の政策的含意は，農業調整問題を解決するための「産業調整政策」の重要

性である．産業調整政策とは，「農業労働者などの産業特殊的な生産資源に対して

一時的な援助を行いつつ，長期的には，環境変化のために衰退産業となった産業

から成長産業へ生産資源が移転することを促進しようとする政策」として定義さ

れる（奥野・本間，1998）．まず，第 3 章で論じられているとおり，労働投入の

過剰状態を解決するためには，農村部での職業訓練や労働市場の流動性を高める

ことなどにより，労働の移動費用を軽減することが有効である．また，農地あた

りの労働力を相対的に減少させるためには，農地移動を円滑化するために農地流

動化政策を行うと同時に，農地の大規模農家への集約を進めることが必要である．

具体的には，第 5 章で指摘されたような農地の取引費用を軽減させるために，基

盤整備事業への公共投資を行うことや，農地転用規制の強化などの制度構築を行

うことなど，政府が取引費用を軽減するための組織や制度を整備するべきである． 

第二の政策的含意は，農業政策の決定過程における政治的要因を考慮すること

の重要性である．第 4 章における米政策の定量的分析からも明らかなとおり，現

行の農業政策は農家に所得移転を行う際に莫大な経済的損失を発生させるもので



 

 

ある．しかし，農業保護政策が農業部門の比較優位性の低下を補償するために行

われているという第 2 章と第 4 章の分析結果を考えれば，効率性のみを判断基準

とした農政改革論は，経済学的な観点からは正当であっても，政治的な政策決定

過程で実現することは困難である．むしろ，過渡的な所得補填政策によって一時

的な農家所得の低下を食い止めながら，担い手支援や農地制度改革などの構造政

策を行うことによって農業部門の生産性を向上させ，農業保護政策を要求する政

治的な圧力が消滅するような農業構造を確立することを目指すべきである． 

なお，本研究では土地利用型農業の持つ多面的機能，特に食料安全保障のため

に果たす役割について，また土地利用型農業の再生のための具体的な制度設計に

ついては十分な検討を行うことができなかった．これらの論点についての研究は

今後の課題としたい． 
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